
事業報告



事業の経過及び成果 （２０２０年度の業績）
招集ご通知

28頁

業績予想

２,７００億円 １０３.７％

２,８０１億円
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２,８００億円 １００.０％
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達成

達成



厳しい経営環境下、目指す姿に向けた基盤固めを着実に遂行

事業の経過及び成果 （２０２０年度の業績）

「貯蓄から資産形成」、
決済サービス充実等の取組み
を推進し、役務取引等利益は
１７年度比＋３２％増加

地域金融機関と連携し、
地域活性化ファンドへの出資
（累計３２件）等を推進

お客さま本位の
良質な金融
サービスの提供

お客さま本位の
良質な金融
サービスの提供

地域への
資金の循環等
地域への

資金の循環等
運用の

高度化・多様化
運用の

高度化・多様化

経営管理態勢の強化経営管理態勢の強化

リスク性資産残高を９１兆円、
戦略投資領域※残高を
４.２兆円まで拡大

※プライベートエクイティ、不動産等

招集ご通知

40頁

前中期経営計画 （２０１８年度～２０２０年度） の振り返り



対処すべき課題 （中期経営計画の概要）

リアルとデジタルの相互補完による
新しいリテールビジネスへの変革

１

デジタル技術を活用した業務改革・生産性向上２

多様な枠組みによる
地域への資金循環と地域リレーション機能の強化

３

ストレス耐性を意識した市場運用・リスク管理の深化４

一層信頼される銀行となるための経営基盤の強化５

“ 信頼を深め、金融革新に挑戦 ”“ 信頼を深め、金融革新に挑戦 ”
～ビジネスモデルの変革と事業のサステナビリティ強化～～ビジネスモデルの変革と事業のサステナビリティ強化～

招集ご通知

40頁

中期経営計画 （２０２１年度～２０２５年度） の基本方針
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招集ご通知

40頁対処すべき課題 （中期経営計画の概要）

※1 金銭の信託運用損益等を含むベース。 ※2 その他有価証券評価益除くベース。２０２５年度目標はバーゼルⅢ完全実施ベース。

中期経営計画 （２０２１年度～２０２５年度） の財務目標

※連結ベース
２０２０年度実績 ２０２３年度目標 ２０２５年度目標

収益性
連結当期純利益 ２,８０１億円 ２,８００億円以上 ３,５００億円以上

ＲＯＥ（株主資本ベース） ３．０６％ ３．０％以上 ３．６％以上

効率性
ＯＨＲ※1 ７２．３４％ ７２％以下 ６６％以下

営業経費（2020年度対比） － ▲２５０億円 ▲５５０億円

健全性
自己資本比率（国内基準） １５．５３％ １０％程度

（確保すべき水準）

１０％程度
（確保すべき水準）

ＣＥＴ１比率※2（国際統一基準） １４．０９％ １０％程度
（確保すべき水準）

１０％程度
（確保すべき水準）



招集ご通知

46頁対処すべき課題 （中期経営計画の概要）

１株当たり配当金（ＤＰＳ）予想：４０円

配当性向予想：５７．６％

 株主還元・財務健全性・成長投資のバランスを考慮し、中期経営計画期間中（２０２１年度
～２０２５年度）は、基本的な考え方として、配当性向は５０％程度とする方針。

 ただし、配当の安定性・継続性等を踏まえ、配当性向５０～６０％程度の範囲を目安とし、
１株当たり配当金（ＤＰＳ）は、２０２１年度の当初配当予想水準からの増加を目指す。

連結純利益

２,６００億円
（予想）

連結純利益

３,５００億円
（予想）

連結純利益

２,８００億円
（予想）

２０２１年度計画 ２０２５年度計画２０２３年度計画

中期経営計画 （２０２１年度～２０２５年度） の株主還元方針



対処すべき課題 （中期経営計画の概要）
招集ご通知

40頁

リアルとデジタルの相互補完による
新しいリテールビジネスへの変革

１

デジタル技術を活用した業務改革・生産性向上２

多様な枠組みによる
地域への資金循環と地域リレーション機能の強化

３

ストレス耐性を意識した市場運用・リスク管理の深化４

一層信頼される銀行となるための経営基盤の強化５

“ 信頼を深め、金融革新に挑戦 ”“ 信頼を深め、金融革新に挑戦 ”
～ビジネスモデルの変革と事業のサステナビリティ強化～～ビジネスモデルの変革と事業のサステナビリティ強化～

中期経営計画 （２０２１年度～２０２５年度） の基本方針
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